
   高山市新火葬場建設検討委員会設置条例 

 （設置） 

第１条 地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１３８条の４第３項の規定に基づき、高山市新火

葬場建設検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所掌事項） 

第２条 委員会は、この条例の施行前に実施した新たな火葬場の候補地の選考方法を検証するとと

もに、次の事項について検討し、市長に提案する。 

 ⑴ 新たな火葬場の基本的な構想に関する事項 

 ⑵ 新たな火葬場の候補地の選考に関する事項 

 （組織） 

第３条 委員会は、委員４３人以内をもって組織する。 

２ 委員は、有識者、各種団体を代表する者及び公募により選出された者を、市長が委嘱する。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、第２条に規定する提案が完了したと市長が認めたときまでとする。 

 （委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、それぞれ委員のうちから互選により定める。 

３ 委員長は、委員会を総括し、会議の議長となる。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集する。ただし、委員の委嘱後の最初の会議は、

市長が招集する。 

２ 会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決するとこ

ろによる。 

４ 委員長は、必要に応じて、会議に専門知識を有する者その他委員以外の者の出席を求め、意見

を聴取することができる。 

 （部会） 

第７条 委員長は、必要に応じて委員会に部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、委員長が指名する。 

３ 第５条及び前条（第１項ただし書を除く。）の規定は、部会について準用する。この場合におい

て「委員長」とあるのは「部会長」と、「副委員長」とあるのは「副部会長」と読み替えるものと

する。 

４ 部会長は、会議の経過及び結果を委員会に報告する。 
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 （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、市民保健部において行う。 

 （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮っ

て定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、第４条に規定する任期の終了の日以後、規則で定める日を

もって、その効力を失う。 

 （高山市各種委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 高山市各種委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３６年高山市条例第５号）の一部を

次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

別表（第２条、第６条関係） 別表（第２条、第６条関係） 

区分 報酬 費用弁償 

教育委員会委員から固定資産

評価審査委員会委員までに係

る部分 （略） 

高山市職

員の旅費

に関する

条例（昭

和３７年

高山市条

例第２１

号。以下

「旅費条

例」とい

う。）に規

定する市

長等の旅

費額に相

当する額 

公務災害補償等認

定委員会委員～福

祉センター運営委

員会委員 （略） 

ふれあい会館運営

委員会委員 

 

 

環境審議会委員～

水源地域保全審議

会委員 （略） 

日額 

9,100円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政不服審査審理員の項・ス

ポーツ推進委員の項 （略） 

投票管理者から臨時又は非常勤の顧問、参

与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ず 

る者までに係る部分 （略） 
 

区分 報酬 費用弁償 

教育委員会委員から固定資産

評価審査委員会委員までに係

る部分 （略） 

高山市職

員の旅費

に関する

条例（昭

和３７年

高山市条

例第２１

号。以下

「旅費条

例」とい

う。）に規

定する市

長等の旅

費額に相

当する額 

公務災害補償等認

定委員会委員～福

祉センター運営委

員会委員 （略） 

ふれあい会館運営

委員会委員 

新火葬場建設検討

委員会委員 

環境審議会委員～

水源地域保全審議

会委員 （略） 

日額 

9,100円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政不服審査審理員の項・ス

ポーツ推進委員の項 （略） 

投票管理者から臨時又は非常勤の顧問、参

与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ず 

る者までに係る部分 （略） 
   



 


